
■同一敷地内電力複数契約を可能とする特別措置の場合 2026/5/29

「同一敷地内電力複数契約を可能とする特別措置」にて充電設備を設置する場合は、以下に示す書類をアップロードし、提出してください。

提出物 （１）必須
（２）、（３）、（４） のうちいずれか1つ（工事費負担金の申告を行う場合のみ）
※ できる限り若い数字の書式を提出してください。（４）の資料の場合交付決定額に対し交付額が大きく下がる可能性があります。

（１）一般送配電事業者もしくは小売電気事業者に提出した申込書
（２）一般送配電事業者が発行した請求書
（３）一般送配電事業者との協議の結果として必要事項が記載されている概算見積書
（４）参考様式01 特別措置に基づく受電工事費の概算申告書

【確認事項】

下記の①～③が確認できる必要があります。

① 申込日

（申込日の記載）

② 需要者（電気使用者）

（特例区域需要場所の需要者（電気需給契約の契約者）が

確認できる内容の記載）

③ 設置場所住所または名称

（申請で入力した設置場所住所または名称の記載）

※「同一敷地内電力複数契約を可能とする特別措置の場合」を

利用するための申込書であることが確認できない場合は、

必要に応じて追加で書類を求めることがあります。

電気使用申込書

○○電力株式会社宛

電気供給約款（選択約款）を承認のうえ、

電気の使用について次のとおり申し込みます。

申込内容

工事内容
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（１）一般送配電事業者もしくは小売電気事業者に提出した申込書
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■同一敷地内電力複数契約を可能とする特別措置の場合

【確認事項】

下記の①～⑤が確認できる必要があります。

① 発行日

（請求書の発行日の記載）

② 宛先

（申請者名または工事施工会社名等宛であることの記載）

③ 発行者

（一般送配電事業者名の記載）

④ 設置場所住所または名称

（申請で入力した設置場所住所または名称の記載）

⑤ 請求金額

（工事負担金額の記載）

○○株式会社　様

工事費負担金のご請求について

1. 申込番号 XXXX　XXXXXXXX

2. 需要場所 ○○県○○市○○ 1丁目1番1号

3. お客様名 ○○株式会社 ○○営業所

4. 工事内容 急速充電器供給に伴う工事負担金

5. ご請求金額 XXXXXXX円（内消費税相当額 XXXXX円）

6. その他

2022年6月15日

工事着手はご入金確認後となり、当社工事完成後、過不足が発生し
た場合には精算をさせていただきます。

○○電力株式会社

背景、時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

この度お申込みをいただきました急速充電器への電力供給・電力受給に伴う工事費負担金を電気供給約款等に
もとづき、下記の通りご請求申し上げます。

つきましては、同封いたしました振込用紙により、金融機関窓口にてお振込を頂きますようお願い申し上げます。

大変お手数をおかけいたしますがよろしくお願い申し上げます。

①

③
②

④

⑤

20××年×月×日

（２）電力会社が発行する請求書
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【確認事項】

下記の①～⑤が確認できる必要があります。

① 発行日

（発行日の記載）

② 宛先

（申請者名または工事施工会社名等宛であることの記載）

③ 発行者

（一般送配電事業者名の記載）

④ 設置場所住所または名称

（申請で入力した設置場所住所または名称の記載）

⑤ 概算見積額

（工事負担金額の記載）

（３）一般送配電事業者との協議の結果として必要事項が記載されている概算見積書（電力会社発行）

○○株式会社　様

概算見積について

1. 申込番号 XXXX　XXXXXXXX

2. 需要場所 ○○県○○市○○ 1丁目1番1号

3. お客様名 ○○株式会社 ○○営業所

4. 工事内容 急速充電器供給に伴う工事負担金

5. 御見積金額 XXXXXXX円（内消費税相当額 XXXXX円）

6. その他

2022年6月15日

○○電力株式会社

背景、時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

この度お申込みをいただきました急速充電器への電力供給・電力受給に伴う工事費負担金を電気供給約款等に
もとづき、下記の通りご回答申し上げます。

20××年×月×日①

③
②

④

⑤
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■同一敷地内電力複数契約を可能とする特別措置の場合

URL ダウンロードはこちら

（４）参考様式01  特別措置に基づく受電工事費の概算申告書

【入力必須項目】

① 作成日

② 管理NO：オンライン申請システムで採番された６桁 例：500000

③ 申請者名称 0100：申請者情報の名称

④ 設置場所名称 1500：設置場所情報の設置場所名称

⑤ 概算申告額（税抜き）※実勢価格となるよう努めてください。

※オンラインシステム3100：充電設備等設置工事申告の

「A5 特別措置に基づく受電工事費」の申告額は同額となるよう入力してください。

申告額に入力がない場合は補助対象となりません。

⑥ 概算申告額の根拠

概算申告額の根拠を記載してください。

根拠に乏しいとセンターが判断した場合は書類の再提出を求めます。

以下⑦⑧は申請者本人または申請者が法人の場合は、代表者および申請担当者に限ります。

⑦ 概算申告額の算出者名

概算申告額を算出した人の氏名

⑧ 概算申告額の承認者名

上記⑦を承認した人の氏名

以下のURLよりダウンロードしてください。ダウンロード後、必須事項を入力の上、アップロードし提出してください。

なお、電力会社が発行する請求書が発行され次第、速やかにオンライン申請システムの 「状況等報告」にて、請求書をアップロードし、提出する必要があります。

①

③

②

④
⑤

⑥

⑦
⑧

注意事項

概算申告書を提出する場合はオンライン申請システム「1700：会社別見積書一

覧」に当該費用（概算申告額）分の入力が必要です。

当該費用を含んだ見積書でない場合は、次ページを確認してください。

令和×年×月×日
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■同一敷地内電力複数契約を可能とする特別措置の場合

概算申告書を提出する場合はオンライン申請システム「1700：会社別見積書一覧」に当該費用（概算申告額）分の入力が必要です。

以下を参考に概算申告額分の費用を申告してください。

（４）参考様式01 特別措置に基づく受電工事費の概算申告書を提出する場合の注意事項

【1700：会社別見積書一覧に概算申告分の費用を申告する場合】

①充電設備販売会社 および工事施工会社名

特別措置に基づく受電工事費の概算申告書 と入力

②見積書発行日

概算申告書の作成日を入力

③見積有効期限の確認

チェックを入れる

④見積金額(税抜)

概算申告書の概算申告額を入力

⑤見積対象

特別措置にのみチェック

①

③

②

⑤

④

20XX/X/X XXXXXX

追加ボタン押下後のイメージ
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